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図 7.1-2  揺れやすさマップ（平成 19 年度調査による） 250m メッシュ拡大図 

 

 

 

 

計測震度増分 色 揺れやすさ 

0.60～  揺れやすい 

0.45～0.60   

0.31～0.45   

0.21～0.31   

0.15～0.21   

～0.15  揺れにくい 
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８．環境研究センターにおける解析について 

 

8.1 概要 

工学的基盤 

地表 

 

環境研究センターボーリング地点での解析

については以下のように実施する。 

① 2011 年東北地方太平洋沖地震と 1987

年千葉県東方沖地震の観測波形を基に

して、累積損傷度を基礎とした波形の

違いを補正する係数(C2)を算出する。 

② 算出するために、両地震の地表の波形

を用いて等価線形解析により工学的基

盤に戻す計算を行い、各深度のせん断

応力波形を算出し、両地震で C2 を計算

し比較する。 

③ 環境研究センターの工学的基盤におい

て、両地震で工学的基盤の波形を適切

に 設 定 し 、 有 効 応 力 解 析

(YUSAYUSA-2)を実施する。 

④ 有効応力解析から得られる間隙水圧比

上昇量を両地震で比較し、その差異を

検討する。 

⑤ 以上から得られた知見を建築基礎構造

設計指針などの液状化判定結果と比較

し、指針の方法の改良を試みる。 

サンプ 

リング 

深度 
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図 8.1-1 環境研究センター地点（No.5）仮柱状図 
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8.2 変形特性試験結果 

図 8.2-1 に今回の変形特性試験結果を示した。 
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図 8.2-1 今回実施した変形特性試験結果 
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8.3 繰返し非排水三軸試験結果 

 図 8.3-1 に今回の試験結果の液状化強度比 RL20 を、道路橋示方書の液状化強度比曲線上にプロッ

トした。また、図 8.3-1 に建築基礎構造設計指針の液状化強度比曲線上にプロットした。 

 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0 10 20 30

繰
返

し
三

軸
強

度
比

（R
L）

粒度を考慮した補正N値（Na）

液状化強度曲線

試験値

 

図 8.3-1 道路橋示方書の液状化強度比と今回の試験値 
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図 8.3-2 建築基礎構造設計指針の液状化強度比と今回の試験値 
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8.4 地震動の継続時間・繰返し回数の検討 

 特に地震動の継続時間が非常に長いものになっており、地震動の継続時間・繰り返し回数の検討は

重要であると考えられる。道路橋示方書及び建築基礎構造設計指針の繰返し回数の補正の方法はよく

知られているので、ここでは、C2 による補正方法について次に述べる。 

動的せん断強度比(R)については、元来は不かく乱試料を用いた液状化試験で得られた繰返し回数

20 回での液状化強度比（RL20）に以下の補正を加えて原位置における動的せん断強度比（R）を算出

している。 

 

  R=RL20×C1×C2×C3×C4×C5 

 

 ここで、C1～C5 は補正係数で、 

 C1：原位置と室内試験での応力状態に関する補正係数 

    C1=(1+2K0)/3 （K0：静止土圧係数, K0=0.5 のとき C1=0.67） 

 C2：波形の違いを補正する係数（資料 7-1 参照） 

 C3～C5：資料の乱れ、密度化、飽和度などに対する補正係数 

      C3×C4×C5≓ 1.0 としている 
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図 8.4-1 累積損傷度の考え方に基づく C2の設定方法 
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図 8.4-2 2011 年東北地方太平洋沖地震 千葉県環境研 地表波形 
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図 8.4-3 1987 年千葉県東方沖地震 千葉県環境研 地表波形 
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図 8.4-3 2011 年東北地方太平洋沖地震 幕張地点（中井研） 地表波形 
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図 8.4-4 2011 年東北地方太平洋沖地震 幕張 NS成分 応答計算結果（下図入射波形） 
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図 8.4-5 2011 年東北地方太平洋沖地震 幕張 NS成分 応答計算せん断応力波形 

（上図：中心深度 2.75m、下図：中心深度 3.85m） 
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図 8.4-6 1987 年千葉県東方沖地震 千葉県環境研 NS成分 応答計算結果（下図入射波形） 
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図 8.4-7 1987 年千葉県東方沖地震 千葉県環境研 NS成分 応答計算せん断応力波形 

（上図：中心深度 2.75m、下図：中心深度 3.85m） 
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図 8.4-8 繰返し回数に関する補正係数 c2 の算出結果 
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表 8.4-1 繰返し回数に関する補正係数 C2 計算結果一覧表 

 

c2+ c2-
繰返し
回数

max min c2+ c2-
繰返し
回数

max min

1
2011年東北地方太平洋
沖地震　幕張（中井研）
NS波

1.3886 1.3746 389 1.3886 1.3746 1.2863 1.3234 367 1.3234 1.2863

2
2011年東北地方太平洋
沖地震　幕張（中井研）
EW波

1.3605 1.5651 394 1.5651 1.3605 1.4994 1.4863 373 1.4994 1.4863

3
1987年千葉県東方沖地
震　千葉環境研　NS波

1.4982 1.5059 245 1.5059 1.4982 1.4321 1.4354 245 1.4354 1.4321

4
1987年千葉県東方沖地
震　千葉環境研　EW波

1.4007 1.5239 253 1.5239 1.4007 1.4228 1.3648 238 1.4228 1.3648

c2+ c2-
繰返し
回数

max min c2+ c2-
繰返し
回数

max min

1
2011年東北地方太平洋
沖地震　幕張（中井研）
NS波

1.4225 1.3912 345 1.4225 1.3912 1.0816 1.0812 328 1.0816 1.0812

2
2011年東北地方太平洋
沖地震　幕張（中井研）
EW波

1.4026 1.4341 341 1.4341 1.4026 1.0814 1.0712 322 1.0814 1.0712

3
1987年千葉県東方沖地
震　千葉環境研　NS波

1.3978 1.3570 223 1.3978 1.3570 1.0791 1.0810 207 1.0810 1.0791

4
1987年千葉県東方沖地
震　千葉環境研　EW波

1.3918 1.3870 214 1.3918 1.3870 1.0771 1.0816 201 1.0816 1.0771

c2+ c2-
繰返し
回数

max min

1
2011年東北地方太平洋
沖地震　幕張（中井研）
NS波

1.2710 1.2518 274 1.2710 1.2518

2
2011年東北地方太平洋
沖地震　幕張（中井研）
EW波

1.4374 1.4205 276 1.4374 1.4205

3
1987年千葉県東方沖地
震　千葉環境研　NS波

1.4547 1.5222 179 1.5222 1.4547

4
1987年千葉県東方沖地
震　千葉環境研　EW波

1.5319 1.5552 183 1.5552 1.5319

中心深度 dep=3.85m

No case

中心深度 dep=4.95m 中心深度 dep=6.75m

No case

中心深度 dep=15.75m

No. case

中心深度 dep=2.75m
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国土交通省・液状化対策技術検討会議 1)では，地震動継続時間を考慮する係数 CWについて検討

されている． 

 その報告によると，3.11 本震の加速度記録 32 観測記録より CW を算出したところ，図-8.4.9とな

った． 

 図-8.4.9によると，液状化強度 RL≦0.4 程度の土では，CW=1.0 となり，既往の研究とほぼ整合す

る結果と言える． 

 しかしながら，地震動継続時間と繰り返し回数が液状化に及ぼす影響について，地盤の変形量等を

用いた定量的な評価をするための検討が必要と，検討会議で報告されている． 

 

 

 

図-8.4.9 地震動特性による補正係数 Cw の算出結果 

 

1)国土交通省・液状化対策技術検討会議：液状化対策技術検討会議検討成果 資料 3，2011. 
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9．液状化対策工法の考え方 

9.1 液状化対策工法について 

 液状化対策工法については、その選定に係わるフロー(案)を図 8.1-1 に示した． 

 液状化対策を行う
対象の把握

住宅などの小規模
建築物

住宅などの小規模
建築物以外

それぞれの構造物
の設計指針により
液状化対策を実施

液状化しやすさ
マップや、液状化層
厚により液状化対策

工法を選択

液状化対策
効果を重視

（費用大規模）

コストパフォー
マンスを重視
（費用中規模）

消極的対応
（費用低規模）

液状化の原理を踏ま
えた各種工法より
選択（事前対策）

液状化による沈下・
傾斜を修復する

ための工法
（事前対策も含む）

持ち主の意向

それぞれの構造物
の設計指針等により
液状化対策を選択

液状化による沈下・
傾斜を修復する

ための工法
（事後対策）

液状化しやすさ
マップや、液状化層
厚により液状化対策

工法を選択

液状化対策工法
メニューＡ

液状化による沈下・傾斜修復工法
メニューＢ

 

図 9.1-1 液状化対策工法の考え方(案)
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9.2 液状化対策工法メニュー 

1) 一般的液状化対策工法(メニューＡ) 

 

埋立土に固化材を事前添加して運搬・搬入、新規埋立のみ可

ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄで地盤切削と固化材の混合攪拌を行い固結体造成

液状化しにくい材料(砕石等)で置換、もしくは固化造粒等の改質

止水壁で囲み、ﾃﾞｨｰﾌﾟｳｪﾙ等で地下水位低下、沈下に留意

ﾄﾚﾝﾁ暗渠による地下水の自然流下、補助工法の必要性大

ﾏｲｸﾛﾊﾞﾌﾞﾙ等の消泡しにくいエアを地盤に注入して不飽和化

砕石パイルを造成して水圧の上昇抑制、他工法との併用多い

人工ドレーン材による排水、ドレーンの目詰り防止がカギ

地中構造物の周辺埋戻しに礫・砕石を利用、浮上り防止策

杭・矢板側面に排水部材を設けて水圧上昇を抑制、変形抑制も

剛性の高い連続壁を構築してせん断変形を抑制、確実だが高い

地盤の流動を抑制して変状を防止。既設物周辺の改良に適用

液状化しても構造物が安定するよう杭の本数や断面を増強

液状化を前提とした杭・護岸・布基礎等の設計と補強工の実施

堅固な地盤に支持された杭・矢板等で引き上げ抵抗力を付与

液状化による地盤変状に追従させる埋設管の保護方法

コマ形基礎の連結・ｼﾞｵｸﾞﾘｯﾄﾞの層状敷設等による変位抑制

原 理 方 法 工 法 特 徴

土
の
性
質
の
改
良

応
力
・変
形
・間
隙
水
圧

に
関
す
る
条
件
の
改
良

液
状
化
の
発
生
そ
の
も
の
を
防
止
す
る
対
策

液
状
化
の
発
生

は
許
す
が

構
造
的
に
抵
抗
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地盤変位への追従

基礎の強化

液状化後の変位抑制

浮き上り量低減

杭基礎

杭基礎・布基礎・護岸の強化

浮上がり防止用杭または矢板、周辺拘束による変形低減

可撓継手による地盤変位吸収

直接基礎におけるコマ型基礎の設置、ジオグリッドによる補強

動的締固め

静的締固め

地中に締固められた砂杭を形成、粘性土地盤にも適用可

振動・騒音を大幅に低減し、市街地での砂杭造成が可能

ロッドの振動圧入による直接的な締固め、良質な補給土不要

重錐の自由落下による衝撃力で締固め、浅層改良向き

先端にﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀを内蔵した鋼管で締固め、振動・騒音比較的少

球根状の固結体を連続的に造成し、周辺地盤を圧縮強化する

強力な振動タンパによる締固め、表層改良向き

20～30cmのまき出し層ごとに転圧、盛土地盤向き

ﾀﾞｲﾅﾏｲﾄﾅ等を爆発、その衝撃力で密度増。振動・騒音非常に大

杭打設による締固め効果とせん断変形抑制効果、沈下抑制も

生石灰の吸水脱水+硬化+膨張による、粉塵と発熱に注意

盛土等により上載圧を作用させ、地盤を過圧密状態にして強化

固化材と原地盤を攪拌混合、改良部は堅固だが施工費は高い

表層安定処理工法 固化材と表層地盤を攪拌混合、囲込・キャッピング効果を創出

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ孔を利用しｸﾞﾗｳﾄ等を注入、既設近傍での機動性高い
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1) 液状化による沈下・傾斜修復工法(メニューＢ) 
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